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表紙

第110回
定時株主総会
招 集 ご 通 知

開催日時

2026年６月25日（木曜日）　
午前10時

開催場所

富山県富山市婦中町板倉492番地２
当社富山工場　３階　会議室

目次
第110回定時株主総会招集ご通知
事業報告
連結計算書類
計算書類
監査報告
株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

第３号議案
役員退職慰労金制度の廃止に伴う打
ち切り支給の件

第４号議案 取締役の報酬限度額変更の件

第５号議案
取締役（社外取締役を除く。）に対
する株式報酬の一部変更の件

　　

証券コード　3951
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株主各位

証券コード　3951
株 主 各 位 2026年６月５日

富山県富山市一番町１番１号一番町スクエアビル
朝 日 印 刷 株 式 会 社
代表取締役社長 朝 日 重 紀

　当社ウェブサイト
　https://www.asahi-pp.co.jp/ir/stock/meeting/

　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第110回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第110回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本定時株主総会の招集に際しては、電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサ
イトに「第110回定時株主総会 招集ご通知」及び「第110回定時株主総会 招集ご通知（交付書面に
記載しない事項）」として電子提供措置事項を掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにア
クセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載
しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名
（会社名）、または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のう
え、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　事前の議決権行使につきましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、３頁から４頁のご案内に従って、2026年6月24日（水曜日）午後5時30分までに議決権を行使
くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時
２．場 所 富山県富山市婦中町板倉492番地２

当社富山工場　３階　会議室
３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第110期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

２．第110期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類の内容報告
の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給の件
第４号議案 取締役の報酬限度額変更の件
第５号議案 取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬の一部変更の件

     

記

以　上

●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにその旨、修正
前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
●電子提供措置事項のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」、「会社の支配
に関する基本方針」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算
書」、「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき記載しておりません。したがって、本招集ご
通知は、監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
●ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をされない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
り扱いいたします。
●インターネットによる方法と議決権行使書と重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効
なものといたします。また、インターネットによる方法で複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効なも
のといたします。
●当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
●株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。予めご了承ください。

－ 2 －



2026/05/26 18:53:07 / 25297700_朝日印刷株式会社_招集通知_電子提供措置用

議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年６月25日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2026年６月24日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

2026年６月24日（水曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・３・４・５号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

インターネットにより複数回議決権行使をされた場合、あるいは書面（郵送）により複数回議決権行使をされた場合は、最後に到達した議決権
行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。書面（郵送）とインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議
決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）

－ 4 －
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当事業年度の事業の状況

（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が継続し、緩やかな回復基調

で推移しました。一方で、資源・原材料価格の高騰や物価上昇に加え、米国の政策動向、金融
資本市場の変動、中東情勢の緊迫化をはじめとした地政学的リスクの高まりなど依然として先
行き不透明な状況が続いております。

このような環境の中、当社グループでは、2024年度を最終年度としていた中期経営計画を
１年間延長し、引き続き「市場深耕拡大」「付加価値最大化」「ワークエンゲージメント」
「海外事業推進」「経営資源活用」の５つの事業戦略を推進し、各施策の着実な遂行を通じ
て、事業基盤の強化と収益性の改善を図り、企業価値の向上並びに持続的成長に向け取り組ん
でまいりました。

当連結会計年度の売上高は、包装システム販売事業の好調により、前連結会計年度に比べ６
億97百万円増（前連結会計年度比1.6%増）の446億42百万円となりました。

売上高を事業別にみますと、印刷包材事業が399億95百万円（前連結会計年度比0.7%
減）、包装システム販売事業が41億47百万円（前連結会計年度比31.4%増）、人材派遣事業
が４億99百万円（前連結会計年度比5.7%減）となりました。

当連結会計年度においては、原材料価格の高騰、物価高の影響に加え、印刷包材事業におい
て海外での受注が減少したことにより、営業利益は、16億23百万円（前連結会計年度比
21.8%減）となりました。経常利益は、18億97百万円（前連結会計年度比12.3%減）、親会
社株主に帰属する当期純利益は、15億92百万円（前連結会計年度比6.6%減）となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資額は47億71百万円であり、その主なものは、生産設備の

導入21億28百万円であります。
③ 資金調達の状況

当連結会計年度末現在の借入金残高は、131億53百万円（前連結会計年度末比20億21百万
円減）であります。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な子会社の状況

区 分 第　107　期
2023年３月期

第　108　期
2024年３月期

第　109　期
2025年３月期

第　110　期
(当連結会計年度)
2026年３月期

売 上 高( 百 万 円 ) 40,302 41,871 43,945 44,642
経 常 利 益( 百 万 円 ) 2,535 2,323 2,165 1,897
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益( 百 万 円 ) 1,707 1,627 1,704 1,592

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 78.38 75.33 80.23 75.76
総 資 産( 百 万 円 ) 65,138 68,698 70,462 69,175
純 資 産( 百 万 円 ) 32,828 34,171 35,572 36,735
１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,485.76 1,548.49 1,613.86 1,723.29

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額
は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２. 株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末
発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期
中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３. 第110期（当連結会計年度）の状況につきましては、前記「⑴当事業年度の事業の状況①事業の経過
及び成果」に記載のとおりであります。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率
(間接所有を含む) 主 要 な 事 業 内 容

阪 本 印 刷 株 式 会 社 100百万円 100.0％ 印 刷 包 材
製 造 及 び 販 売

協 和 カ ー ト ン 株 式 会 社 20百万円 100.0％ 印 刷 包 材 製 造

株 式 会 社 ニ ッ ポ ー 48百万円 100.0％ 印 刷 包 材 ・ 一 般 印 刷
製 造 及 び 販 売

朝 日 人 材 サ ー ビ ス 株 式 会 社 80百万円 100.0％ 人 材 派 遣
Harleigh (Malaysia)
Sdn.Bhd. 500千RYM 100.0％ 印 刷 包 材

製 造 及 び 販 売
Shin-Nippon Industries 
Sdn.Bhd. 81,500千RYM 100.0％ 印 刷 包 材

製 造 及 び 販 売
Kinta Press & Packaging (M) 
Sdn.Bhd. 2,476千RYM 65.0％ 印 刷 包 材

製 造 及 び 販 売

⑶ 重要な子会社の状況

（注）2025年７月23日に当社は連結子会社である株式会社ニッポーの株式を25.1％追加取得し当社の完全子会
社としました。
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対処すべき課題

⑷ 対処すべき課題
市場を取り巻く環境は、雇用・所得環境が改善するなか、各種施策の効果もあり緩やかな回復

基調で推移しました。一方で、資源価格の高騰や物価上昇に加え、中東情勢の緊迫化に伴う原油
価格の高騰を背景に、原材料や物流を含む調達面についても引き続き注視が必要な状況にあり、
依然として先行き不透明な状況が続いております。

印刷包材事業におきましては、過去に例の無い継続的な原材料価格の高騰が続いております。
また、廃インキの少ない印刷技術、リサイクル紙の使用等、サステナブルな製品・サービスのニ
ーズが年々高まっており、当社グループを取り巻く環境は大きく変化しております。

（長期ビジョン）
当社グループは企業使命のもと、長期ビジョンASAHI2035「包むこころで 社会を豊かに 未来

を明るく ～新たなパッケージングソリューション企業へ～」を定めました。
当社は、医薬品・化粧品の包材を通じて人々の安心・安全や幸せを包み込んできました。この

「包むこころ」を原点に、すべてのステークホルダーの安心で快適な暮らしの実現に貢献し、笑
顔のあふれる日常と安心に包まれた希望ある社会を、次の世代へとつないでまいります。長年培
ってきた包材事業／包装システム事業を基盤に「新たなパッケージングソリューション企業」へ
の進化に挑戦いたします。環境対応・DX推進・ビジネスモデル革新を通じて社会ニーズに応
え、新たな価値と事業機会を創出し、社会課題の解決と持続可能な成長を実現いたします。

（中期経営計画2030）
当社は、2026年度～2030年度の５ヵ年を対象とする「中期経営計画2030」を策定し、

2026年度からスタートいたしました。事業環境が激しく変化する中においても持続的な成長を
実現すべく、本計画では収益性及び資本効率の向上を重要な経営テーマと位置づけております。

既存事業においては、収益構造の改革を進めるとともに、成長戦略として「ラベル事業」「包
装システム販売事業」「海外事業」の拡大に取組み、収益基盤の強化と事業領域の拡大を図るこ
とで、業界内における確固たる地位を築いてまいります。

あわせて、資本効率の向上に向けた財務戦略を推進するとともに、これらの戦略を支える経営
基盤の強化に向けて「人的資本の強化」「DX推進」「環境対応の強化」にグループ一体となっ
て取組み、更なる変革への土台作りを推進してまいります。

また、人的資本については、持続的な成長を支える重要な基盤と位置づけ、「人と事業の成長
サイクル」を回すことで、経営理念に掲げる「企業の永続成長」と「従業員の幸福」の両立を目
指します。その実現に向けて「易きにつかない」挑戦人材の育成と人材ポートフォリオの変革に
取組み、新たな価値創造と事業モデルの進化を追求し続けてまいります。

－ 7 －
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

⑸ 主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社(朝日印刷株式会社）及び子会社10社（うち
非連結子会社3社）で構成されており、その主たる事業内容は、印刷包材の製造・販売及び包装
システム（機械）の販売であります。また、その他の事業として人材派遣事業を行っておりま
す。

当社グループの事業に係わる位置づけ及びセグメントとの関連は次のとおりであります。
（印刷包材事業）

当セグメントでは、当社のほか、子会社である阪本印刷株式会社、株式会社ニッポー、
Harleigh （Malaysia ）Sdn.Bhd. 、Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. 及 びKinta Press & 
Packaging (M) Sdn.Bhd.において製造及び販売をしており、協和カートン株式会社へは当社製
品の製造を委託しております。

（包装システム販売事業）
当セグメントでは、印刷包材と連携したトータル提案による、時流や得意先ニーズにマッチした
新たな「包装」の開発を主眼とした包装機械や包装ラインの企画提案・仕入・販売を、当社にお
いて行っております。

（人材派遣事業）
子会社である朝日人材サービス株式会社は、当社グループ内のみならず地域企業からの求人を受
けて人材の派遣を行っております。

当 社 本 社 富山県富山市一番町１番１号

支 店 富山営業部
東京、大阪、名古屋、新宿

営 業 所 山形、滋賀、石川、熊本、奈良、静岡、兵庫、栃
木、群馬、岐阜、京都、三重、徳島、福岡

工 場 富山、京都
阪 本 印 刷 株 式 会 社 本 社 大阪市北区

支 店 東京
工 場 大阪

協 和 カ ー ト ン 株 式 会 社 本社・工場 富山県富山市
株 式 会 社 ニ ッ ポ ー 本社・工場 富山県富山市
朝 日 人 材 サ ー ビ ス 株 式 会 社 本 社 富山県富山市
Harleigh（Malaysia）Sdn.Bhd. 本社・工場 JOHOR MALAYSIA
Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. 本社・工場 JOHOR MALAYSIA
Kinta Press & Packaging (M) 
Sdn.Bhd. 本社・工場 PERAK MALAYSIA

⑹ 主要な営業所及び工場（2026年３月31日現在）

－ 8 －
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使用人の状況、主要な借入先の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度比
増 減

　印刷包材事業 1,724（344）名 △94（105）名
　包装システム販売事業 23    （2）名 2    （1）名

報告セグメント計 1,747（346）名 △92（106）名
　その他 13   （－）名 2 （△2）名

合計 1,760（346）名 △90（104）名

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
1,111（137）名 △27（18）名 37.4歳 14.3年

⑺ 使用人の状況（2026年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、有期社員及びパートは（　）内に年間の平均雇用人員を外数で記載し
ております。なお、派遣社員を除いております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、有期社員及びパートは（　）内に年間の平均雇用人員を外数で記載し
ております。なお、派遣社員を除いております。

借　　入　　先 借　　入　　額
株 式 会 社 北 陸 銀 行 6,717百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,000百万円
株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行 2,000百万円

⑻ 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
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株式の状況

① 発行可能株式総数 86,000,000株
② 発行済株式の総数（自己株式2,206,764株を含む。） 22,890,829株

③ 株主数 6,846名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 式 会 社 サ ン ワ ー ル ド 2,105千株 10.2％
朝 日 印 刷 持 株 会 1,590千株 7.7％
株 式 会 社 小 森 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 1,219千株 5.9％
公 益 財 団 法 人 朝 日 国 際 教 育 財 団 660千株 3.2％
朝 日 印 刷 従 業 員 持 株 会 639千株 3.1％
朝 日 重 剛 632千株 3.1％
株 式 会 社 北 陸 銀 行 494千株 2.4％
合 同 会 社 サ ン パ ラ ソ ル 400千株 1.9％
新 生 紙 パ ル プ 商 事 株 式 会 社 391千株 1.9％
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 350千株 1.7％

区 分 株 式 数 交 付 対 象 者
取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く 。 ） 10,700株 2名

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2026年３月31日現在）

（注）「株式給付信託（BBT）」制度に関する株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社
株式5,100株は、上記自己株式に含まれておりません。

④ 大株主（上位10名の株主を記載しております。）

（注）１. 当社は、自己株式を2,206,764株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「(2)会社役員の状況③取締役及び監査役の報酬等」に記載
しております。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 朝 日 重 紀
Harleigh (Malaysia) Sdn.Bhd. Director
Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. Director
Kinta Press＆Packaging (M) Sdn.Bhd. Director

代 表 取 締 役 副 社 長 広 田 敏 幸 管理本部長　品質保証部担当

常 務 取 締 役 佐 藤 和 仁 生産本部長　工場再編推進室長　情報システム室
担当

取 締 役 西 田 良 弘 財務部長

取 締 役 塚 田 　 武

経営戦略室担当
Harleigh (Malaysia) Sdn.Bhd. Director
Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. Director
Kinta Press＆Packaging (M) Sdn.Bhd. Director

取 締 役 佐 々 木 昌 太 郎 西日本営業本部長　富山営業部長・営業企画室長　
包装システム販売部担当

取 締 役 保 木 秀 之 東日本営業本部長　新宿支店長　企画開発本部担当
取 締 役 若 林 和 人 Kinta Press＆Packaging (M) Sdn.Bhd. Executive Director

取 締 役 高 田 忠 直 株式会社ジェック経営コンサルタント取締役
黒部フーズサプライ株式会社代表取締役

取 締 役 水 波 　 悟
税理士
一般財団法人水波アフリカ財団代表理事
株式会社水波ソリューション代表取締役

取 締 役 鮎 川 裕 美 日本カーバイド工業株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 神 島 丈 嗣

監 査 役 桶 屋 泰 三
税理士
株式会社廣󠄁貫堂社外監査役
田中精密工業株式会社社外監査役

監 査 役 古 澤 昌 彦 弁護士
阪本印刷株式会社監査役

監 査 役 釣 　 長 人 税理士

⑵ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）
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会社役員の状況

（注）１. 取締役高田忠直氏、取締役水波　悟氏及び取締役鮎川裕美氏は、社外取締役であります。
２. 監査役桶屋泰三氏、監査役古澤昌彦氏及び監査役釣　長人氏は、社外監査役であります。
３. 取締役高田忠直氏、取締役水波　悟氏、取締役鮎川裕美氏、監査役桶屋泰三氏及び監査役釣　長人氏

につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
４. 監査役桶屋泰三氏及び監査役釣　長人氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。
５. 当事業年度における役員の異動は次のとおりであります。

・2025年６月26日開催の第109回定時株主総会終結の時をもって、代表取締役会長朝日重剛氏及び取
締役野村良三氏は、いずれも任期満了により、監査役広瀬達也氏は辞任により退任いたしました。

② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
イ. 被保険者の範囲

当社及び当社子会社の取締役及び監査役
ロ. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結し、特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと
または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害及び訴訟費用
等の損害を当該保険契約により填補することとしております。ただし、法令違反の行為であ
ることを認識して行った行為の場合等一定の免責事由があります。
当該役員等賠償責任保険契約のすべての被保険者について、特約部分も含めその保険料は会
社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
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会社役員の状況

役 員 区 分 報 酬 等 の 総 額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

対 象 と な る
役 員 の 員 数金 銭 報 酬 非金銭報酬

固 定 報 酬 退 職 慰 労 金 業 績 連 動 報 酬
取 締 役
(社外取締役を除く)

265百万円 111百万円 149百万円 4百万円 10名

社 外 取 締 役 21 19 1 － 3

計 286 130 151 4 13
監 査 役
(社外監査役を除く)

9 8 1 － 2

社 外 監 査 役 15 13 1 － 3

計 24 21 2 － 5

③ 取締役及び監査役の報酬等
イ. 当事業年度に係る報酬等の総額

　取締役及び監査役の報酬等

（注）1. 取締役（社外取締役を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は
含まれておりません。

2. 取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第90回定時株主総会において、月額30百
万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総
会終結時点の取締役の員数は、12名です。

3. 監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第90回定時株主総会において、月額５百
万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、4名です。

4. 上記金銭報酬とは別枠で、2017年６月29日開催の第101回定時株主総会において、業績
連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」の拠出金額の上限を３事業年度ごとに72百
万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除
く。）の員数は、15名です。
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会社役員の状況

目標 実績

連結営業利益 2,250百万円 1,623百万円

ロ. 当事業年度において支払った役員退職慰労金
2025年６月26日開催の第109回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって退任
した取締役に対し支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。
・取締役２名に対し571百万円
・監査役１名に対し８百万円

ハ. 業績連動報酬等に関する事項
・業績指標の内容及びその選定理由
当社は持続的な企業価値の向上を実現するため、成長性や効率性の向上に努めており、取
締役（社外取締役を除く。）の業績連動報酬においては、連結営業利益を指標としており
ます。当該業績評価指標を採用した理由は、中長期的な業績の向上への貢献を的確に反映
する指標であると判断したことによるものです。

・業績連動報酬等の額又は数の算定方法
株式報酬である業績連動報酬につきましては、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託
（BBT）」を導入しており、役員株式給付規程に基づき、役位ごとの基準ポイントをベー
スに、評価対象期間における連結営業利益の達成度合いを業績評価係数として乗じポイン
トを算出します。算出されたポイントは１事業年度当たり12,000ポイントを上限に付与さ
れ、累積ポイント相当分の報酬を退任時に支給します。なお、「１ポイント＝１株」とし
て算出される数の当社株式を支給し、単元未満ポイントについては、退任日時点における
当社株式の時価を乗じて算出された額を金銭で支給するものです。
当該業績連動報酬に係る指標の目標、実績は次のとおりです。

ニ. 非金銭報酬等の内容
当社が導入している業績連動型株式報酬制度は、上記「業績連動報酬等の額又は数の算定
方法」に記載のとおりです。
当事業年度において、2025年６月に退任した取締役２名に対し当社株式10,700株及び金
銭０百万円を交付しております。
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会社役員の状況

ホ. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
当社は、職責や成果を反映した報酬体系を構築すべく、社外取締役から適切な助言を得た
うえで、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」という。）
について2021年2月8日開催の取締役会において決議しました。
決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．役員報酬の基本方針
取締役（社外取締役を除く。）の報酬は、①固定報酬である基本報酬（月額）、②中長期
の当社業績を反映した業績連動報酬等及び非金銭報酬等である信託型株式報酬、③役員退
職慰労金から構成する。
なお、取締役（社外取締役を除く。）の種類別の報酬割合について、数値的な比率は定め
ないこととするが、当社と同程度の事業規模や関連業種における報酬水準や世間の動向を
踏まえて、各報酬の支給水準について適時見直しをすることにより、結果として、適切な
割合となるよう努めるものとする。
なお、社外取締役の報酬は、経営陣から独立した立場から経営の監督機能を担う役割であ
るため、業績連動報酬等、非金銭報酬等は支給せず、固定報酬である基本報酬（月額）を
支給する。なお、役員退職慰労金については、特に功労があったと取締役会が認めた場合
に支給することがある。

ｂ．基本報酬（金銭報酬）に係る個人別の額の決定に関する方針
取締役（社外取締役を除く。）の基本報酬は、各取締役の職責や成果に応じ年度額を決定
し、月次の報酬として支給する。
社外取締役の基本報酬は、職責に相応しいものとし、各々の果たす役割、他の上場企業に
おける水準等を考慮して個別に決定し、月次の報酬として支給する。

c．業績連動報酬等に係る業績指標の内容の決定方針及び個人別の額または数の算定方法の
決定に関する方針、並びに非金銭報酬等の内容及び個人別の額または数の算定方法の決定
に関する方針
当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役（社外取締役を除く。）が株
価上昇によるメリットと株価下落リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績
の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、信託型株式報酬制度
を導入し、当社が信託に拠出する金銭を原資として予め信託において当社株式を取得し、
役員株式給付規程に基づき事業年度ごとにポイントを付与し、原則として退任時にポイン
トに応じた株式及び金銭を信託を通じて支給する。取締役（社外取締役を除く。）に付与
するポイント数は、原則として、役位に応じた役位ポイントに評価対象期間における連結
営業利益の達成度合いに応じた0.0～1.2の業績評価係数を乗じて算出する。

d．役員退職慰労金に係る個人別の額の決定に関する方針
原則として退任時に、定時株主総会の承認を経た上で、役員退職慰労金規程に基づき、退任
時の役位や在任期間に応じて支給額が定まる役員退職慰労金を定時株主総会後に支給する。

－ 15 －
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会社役員の状況

e．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法に関する事項
取締役の基本報酬については、取締役会決議に基づき、代表取締役に、その個人別の具体
的な額の決定について委任する。代表取締役は、上記方針に従い、株主総会決議により定
められた上限額の範囲内で、個人別の報酬額を決定する。なお、代表取締役による決定が
適切に行われるようにするため、代表取締役が当該決定を行うに当たっては、独立社外取
締役を主要な構成員とする指名・報酬諮問委員会に原案を諮問し答申を得た上で当該答申
を最大限尊重して決定することを、上記委任の条件とする。
取締役（社外取締役を除く。）の信託型株式報酬については、株主総会決議により定めら
れた上限額の範囲内で、役員株式給付規程に基づき、個人別の内容を算出するものとし、
取締役会に対してその結果を報告する。なお、役員が退任（辞任・死亡退任を含む）する
ときは、役員株式給付規程に基づき、取締役会にて個人別の内容を決定する。
また、取締役の役員退職慰労金については、株主総会決議の定めに従い、取締役会決議に
基づき、代表取締役にその個人別の具体的な額及び時期・方法の決定について委任する。
代表取締役は、個人別の具体的な額及び時期・方法について、役員退職慰労金規程に基づ
き決定する。

ヘ. 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由

当社は、2021年２月８日に指名・報酬諮問委員会を設置し、併せて現状の報酬体系をベー
スとしながらも、会社法に定められた事項や指名・報酬諮問委員会の関与について織り込ん
だ決定方針を決議いたしました。
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及
び決定された報酬等の内容が決定方針と整合していることや、指名・報酬諮問委員会からの答
申が尊重されていることを確認しており、決定方針に沿うものであると判断しております。

ト. 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当事業年度においては、2025年４月～６月の取締役の金銭報酬の額については2024年６
月27日開催の取締役会にて代表取締役会長朝日重剛、代表取締役社長朝日重紀の２名に、
2025年７月～2026年３月の取締役の金銭報酬の額については2025年６月26日開催の取
締役会にて代表取締役社長朝日重紀、代表取締役副社長広田敏幸の２名に、株主総会決議に
より定められた範囲内における取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の
決議をしております。代表取締役に権限を委任した理由は、当社全体の業績評価及び各取締
役の担当事業の評価を行うために最も適しているからであります。なお、当社は2021年２
月に指名・報酬諮問委員会を設置しており、以降は、代表取締役による決定が適切に行われ
るようにするため、代表取締役が当該決定を行うに当たっては、独立社外取締役を主要な構
成員とする指名・報酬諮問委員会に原案を諮問し答申を得た上で当該答申を最大限尊重して
決定することを、上記委任の条件とすることと定めております。
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④ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役高田忠直氏は、株式会社ジェック経営コンサルタントの取締役及び黒部フーズサプラ
イ株式会社の代表取締役であります。当社は株式会社ジェック経営コンサルタントと社員研
修の委託等の取引関係があります。当社と黒部フーズサプライ株式会社との間に特別な関係
はありません。
取締役水波　悟氏は、一般財団法人水波アフリカ財団の代表理事及び株式会社水波ソリュー
ションの代表取締役であります。当社と両社との間に特別な関係はありません。
取締役鮎川裕美氏は、日本カーバイド工業株式会社の社外監査役であります。当社と同社と
の間に特別な関係はありません。
監査役桶屋泰三氏は、株式会社廣󠄁貫堂及び田中精密工業株式会社の社外監査役であります。
株式会社廣󠄁貫堂は当社の得意先であり、また、同社は当社の株式36千株を保有し、当社は
同社の株式394千株を保有しております。当社と田中精密工業株式会社との間に特別な関係
はありません。
監査役古澤昌彦氏は、阪本印刷株式会社の監査役であります。同社は当社の子会社でありま
す。

－ 17 －
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会社役員の状況

取 締 役 会 監 査 役 会
出 席 状 況 出 席 率 出 席 状 況 出 席 率

取締役　高　田　忠　直 14回中14回 100％ ― ―

取締役　水　波　　　悟 14回中14回 100％ ― ―

取締役　鮎　川　裕　美 14回中14回 100％ ― ―

監査役　桶　屋　泰　三 14回中14回 100％ 16回中16回 100％

監査役　古　澤　昌　彦 14回中14回 100％ 16回中16回 100％

監査役　釣　　　長　人 14回中14回 100％ 16回中16回 100％

ロ. 当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会への出席状況

・取締役会における発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
取締役高田忠直氏は、経営コンサルタントとして培った専門的な知識と経験を生かし、取
締役会の運営や当社の経営に関し、指摘・助言を行っており、特に「企業経営、経営戦
略、人材開発」の分野において、当社の業務執行に対する監督、助言等を行うなど、意思
決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。
また、指名・報酬諮問委員会（当事業年度３回開催）の委員長として、客観的かつ公正な
視点で当社の役員人事や取締役の報酬等の決定過程における監督機能を主導しております。
取締役水波　悟氏は、主に税理士及び証券アナリストとしての専門的な知識と企業ファイ
ナンスや財団運営など幅広い経験を生かし、取締役会の運営や当社の経営に関し、指摘・
助言を行っており、特に「企業ファイナンス、サステナビリティ」の分野において、当社
の業務執行に対する監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の適切な役割を果たしております。
また、指名・報酬諮問委員会（当事業年度３回開催）の委員として、客観的かつ公正な視
点で当社の役員人事や取締役の報酬等の決定過程における監督機能を担っております。
取締役鮎川裕美氏は、人材・組織開発及びDE&Iに関する知見を有しており、取締役会の
運営や当社の経営に関し、指摘・助言を行っており、特に「経営の透明性とコーポレー
ト・ガバナンスの向上、人的資本経営」の分野において、当社の業務執行に対する監督、
助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしてお
ります。
監査役桶屋泰三氏は、主に税理士として財務・会計等の見地から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための助言を行っております。
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監査役古澤昌彦氏は、主に弁護士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための助言、並びに内部統制システム全般についての助言を行って
おります。
監査役釣　長人氏は、主に税理士として財務・会計等の見地から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための助言を行っております。

・監査役会における発言状況
監査役桶屋泰三、同古澤昌彦及び同釣　長人の三氏は、監査役会の審議に関し、必要な助
言を適宜行っております。
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会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 33百万円

⑶ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　　監査法人銀河
② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る
会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

3. 当社の重要な子会社のうち、在外子会社につきましては当社の会計監査人以外の監査人の監査を受け
ております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会社法第340条第１項各号に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計

監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の決定により、会
計監査人の解任または不再任に関する議題を株主総会に提案いたします。

－ 20 －



2026/05/26 18:53:07 / 25297700_朝日印刷株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
投 資 不 動 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

26,303
6,927
155

4,965
9,312
3,847
1,094

△0
42,872
33,496
10,467
6,740

10,066
3,328
1,920
973

2,443
1,240
1,202
6,932
5,080
106

1,447
317
△20　

流 動 負 債 14,246
支 払 手 形 0
電 子 記 録 債 務 3,790
買 掛 金 1,746
短 期 借 入 金 30
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 3,500
1年内返済予定の長期借入金 302
リ ー ス 債 務 692
未 払 金 1,480
未 払 法 人 税 等 198
賞 与 引 当 金 731
そ の 他 1,773

固 定 負 債 18,194
長 期 借 入 金 12,821
リ ー ス 債 務 2,887
繰 延 税 金 負 債 660
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 247
役 員 株 式 給 付 引 当 金 29
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,237
そ の 他 309
負 債 合 計 32,440

（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 32,553

資 本 金 2,228
資 本 剰 余 金 2,283
利 益 剰 余 金 30,111
自 己 株 式 △2,070

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 3,082
その他有価証券評価差額金 1,778
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,149
退職給付に係る調整累計額 154

非 支 配 株 主 持 分 1,099
純 資 産 合 計 36,735

資 産 合 計 69,175 負 債 ・ 純 資 産 合 計 69,175

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
科　　　目 金　　　額

売 上 高 44,642
売 上 原 価 34,909

売 上 総 利 益 9,732
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,108

営 業 利 益 1,623
営 業 外 収 益

受 取 利 息 64
受 取 配 当 金 131
受 取 賃 貸 料 161
売 電 収 入 53
保 険 解 約 返 戻 金 163
雑 収 入 77 651

営 業 外 費 用
支 払 利 息 204
支 払 手 数 料 1
賃 貸 収 入 原 価 123
減 価 償 却 費 26
雑 損 失 21 377
経 常 利 益 1,897

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 39
投 資 有 価 証 券 売 却 益 394 434

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 21
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 0
役 員 退 職 慰 労 金 84 107

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,225
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 476
法 人 税 等 調 整 額 99 576
当 期 純 利 益 1,649
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 56
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,592

連 結 損 益 計 算 書
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貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
投 資 不 動 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

18,778
1,617
131

4,731
8,367
1,177
1,007
679
73

993
△0

39,745
25,132
8,691
356

3,741
65

741
8,258
3,134
141
312

14,300
4,553
8,777

25
340
38

395
190
△20　

流 動 負 債 12,881
電 子 記 録 債 務 3,355
買 掛 金 1,767
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 3,500
1年内返済予定の長期借入金 302
リ ー ス 債 務 652
未 払 金 1,023
未 払 法 人 税 等 120
預 り 金 33
賞 与 引 当 金 551
そ の 他 1,574

固 定 負 債 15,798
長 期 借 入 金 11,469
リ ー ス 債 務 2,728
繰 延 税 金 負 債 69
退 職 給 付 引 当 金 1,266
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 208
役 員 株 式 給 付 引 当 金 29
そ の 他 26
負 債 合 計 28,679

（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 28,133

資 本 金 2,228
資 本 剰 余 金 2,295
資 本 準 備 金 2,295
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 25,680
利 益 準 備 金 228
そ の 他 利 益 剰 余 金 25,451
固定資産圧縮積立金 119
別 途 積 立 金 23,735
繰 越 利 益 剰 余 金 1,597

自 己 株 式 △2,070
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,710

その他有価証券評価差額金 1,710
純 資 産 合 計 29,844

資 産 合 計 58,524 負 債 ・ 純 資 産 合 計 58,524

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
科　　　目 金　　　額

売 上 高 39,366
売 上 原 価 31,680
売 上 総 利 益 7,686

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,295
営 業 利 益 1,390

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 255
受 取 賃 貸 料 171
保 険 解 約 返 戻 金 103
そ の 他 134 664

営 業 外 費 用
支 払 利 息 178
賃 貸 収 入 原 価 124
そ の 他 17 320
経 常 利 益 1,734

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 30
投 資 有 価 証 券 売 却 益 394 425

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 11
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 0
役 員 退 職 慰 労 金 84 96
税 引 前 当 期 純 利 益 2,063
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 371
法 人 税 等 調 整 額 137 508
当 期 純 利 益 1,554

損　益　計　算　書
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連結計算書類に係る会計監査報告

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 堀 　 仁 志
業 務 執 行 社 員 公認会計士 　 四 ツ 橋 学

独立監査人の監査報告書
2026年５月20日

朝　日　印　刷　株　式　会　社
取　締　役　会　　御　中

監査法人銀河
富 山 事 務 所

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、朝日印刷株式会社の2025年４月１日から
2026年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、朝日印刷株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用
される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以  上
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計算書類に係る会計監査報告

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 堀 　 仁 志
業 務 執 行 社 員 公認会計士 　 四 ツ 橋 学

独立監査人の監査報告書
2026年５月20日

朝　日　印　刷　株　式　会　社
取　締　役　会　　御　中

監査法人銀河
富 山 事 務 所

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、朝日印刷株式会社の2025年４月１日
から2026年３月３１日までの第１１０期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ
れる規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以  上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第110期事業年度における取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人監査法人銀河の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人監査法人銀河の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月25日
朝日印刷株式会社　監査役会

常勤監査役 神 島 丈 嗣 ㊞
社外監査役 桶 屋 泰 三 ㊞
社外監査役 古 澤 昌 彦 ㊞
社外監査役 釣 　 長 人 ㊞

　
以　上
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剰余金処分議案

別途積立金 500,000,000円

繰越利益剰余金 500,000,000円

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要施策と位置付け、利益の配分につきましては、株

主の皆様への安定的な配当の継続を基本としつつ、これに加え業績に応じた成果の配分を行うこと
を念頭に、具体的には連結配当性向40％以上の配当の実施を基本方針としております。
上記基本方針及び今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり当期の期末配当及びその他の剰余

金の処分をさせていただきたいと存じます。
１. 期末配当に関する事項
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、413,681,300円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月26日といたしたいと存じます。

２. その他の剰余金の処分に関する事項
① 増加する剰余金の項目とその額

② 減少する剰余金の項目とその額

第106期

20.00
15.00

第107期

20.00
15.00

第108期

20.00
15.00

第109期

20.00
18.00

第110期

20.00
（予定）
18.00

43.1 44.7 46.5 47.4
50.2
（予定）

（ご参考）１株当たり配当金／連結配当性向
１株当たり中間配当金（円）

１株当たり期末配当金（円）

連結配当性向（％）

－ 31 －
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取締役7名選任の件

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

１
あさひ しげのり

朝 日 重 紀
(1977年５月13日生)

    2001年    3 月 当社入社
    2010年    6 月 当社取締役
    2011年    6 月 当社常務取締役
    2014年    4 月 当社専務取締役
    2020年    4 月 当社専務取締役

Harleigh (Malaysia) Sdn.Bhd. 
Director（現任）
Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. 
Director（現任）

    2020年    6 月 当社代表取締役副社長
    2021年    4 月 当社代表取締役社長（現任）
    2023年    10月 Kinta Press & Packaging (M) Sdn.Bhd. 

Director（現任）

265,062株

（重要な兼職の状況）
Harleigh (Malaysia) Sdn.Bhd. Director
Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. Director
Kinta Press & Packaging (M) Sdn.Bhd. Director

[取締役候補者とした理由]
朝日重紀氏は、2010年に当社取締役に就任後、2020年から代表取締役副社長、2021年から代表取締役社
長を務めております。経営者としての経験と経営全般に関する知見を有し、当社グループ経営戦略の実践に
おいて、経営トップとしてリーダーシップを発揮してまいりました。今後も当社グループの持続可能な成長
及び企業価値への貢献が期待できるため、引き続き取締役候補者とするものです。

第２号議案　取締役７名選任の件
取締役11名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、執行役員制

度の導入に伴い経営体制の効率化のため、４名減員し、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存
じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 32 －
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取締役7名選任の件

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

２
ひろた としゆき

広 田 敏 幸
(1957年１月18日生)

    1979年    4 月 当社入社
    2012年    6 月 当社取締役　社長室長・経営戦略室長
    2014年    4 月 当社取締役　社長室長・経営戦略室

長・経理部長・財務部長
    2020年    4 月 当社常務取締役　管理本部長　財務部

長　社長室・情報システム室・しごと
チェンジ推進室担当

    2021年    4 月 当社専務取締役　管理本部長　財務部長　
しごとチェンジ推進室担当

    2021年    7 月 当社専務取締役　管理本部長　しごとチ
ェンジ推進室担当

    2022年    4 月 当社取締役副社長　管理本部長　DX推
進室担当

    2022年    6 月 当社取締役副社長　管理本部長
    2023年    7 月 当社取締役副社長　営業統括　品質保証

部担当
2025年    1 月 当社取締役副社長　管理本部長
2025年    6 月 当社代表取締役副社長　管理本部長
2026年    2 月 当社代表取締役副社長　管理本部長　品

質保証部担当（現任）

21,972株

[取締役候補者とした理由]
広田敏幸氏は、2012年に当社取締役に就任し、2021年から専務取締役、2022年から取締役副社長、
2025年から代表取締役副社長を務めております。営業部長、生産管理部長、管理本部長等の幅広い経験と
豊富な実績を有し、当社の業務に精通するとともに、広い視点に立って当社経営を監督しております。今後
も当社グループの持続可能な成長及び企業価値向上への貢献が期待できるため、引き続き取締役候補者とす
るものです。

－ 33 －
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取締役7名選任の件

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

３
さとう かずひと

佐 藤 和 仁
(1967年８月15日生)

    1991年    4 月 当社入社
    2013年    8 月 当社執行役員　大阪支店長
    2016年    4 月 当社執行役員　営業副本部長　大阪支

店長
    2016年    6 月 当社取締役　営業副本部長　大阪支店

長
    2017年    4 月 当社取締役　営業副本部長　大阪支店

長・営業企画室長
    2020年    4 月 当社取締役　西日本営業本部長　大阪

支店長・営業企画室長
    2021年    4 月 当社常務取締役　営業本部長　営業企

画室長
    2023年    3 月 当社常務取締役　営業本部長　大阪支店

長・営業企画室長　企画開発本部担当
    2023年    7 月 当社常務取締役　生産本部長　購買管

理部担当
    2024年    6 月 当社常務取締役　生産本部長　工場再

編推進室長　情報システム室担当
2026年    4 月 当社常務取締役　生産本部長　工場再

編推進室長　購買管理部長　情報シス
テム室担当（現任）

12,800株

[取締役候補者とした理由]
佐藤和仁氏は、2016年に当社取締役に就任し、2021年から常務取締役を務めております。支店長、営業
本部長等の豊富な経験と実績を有し、2023年７月から生産本部長を務め、生産構造改革を主導・推進して
おります。今後も当社グループの持続可能な成長及び企業価値向上への貢献が期待できるため、引き続き取
締役候補者とするものです。
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取締役7名選任の件

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

４
つかだ たけし

塚 田 武
(1966年８月23日生)

    1989年    4 月 当社入社
    2013年    8 月 当社メーク営業部長
    2021年    4 月 当社海外事業開発室長
    2021年    6 月 当社取締役　海外事業開発室長　企画

開発本部担当
    2021年    11月 当社取締役　海外事業開発室長　企画

開発本部担当
Harleigh (Malaysia) Sdn.Bhd. CEO

    2022年    2 月 当社取締役　海外事業開発室長　企画
開発本部担当
Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. CEO

    2022年    4 月 当社取締役　海外事業開発室長
    2023年    3 月 当社取締役
    2023年    10月 Kinta Press & Packaging (M) Sdn.Bhd.  

Director
    2024年    5 月 Harleigh (Malaysia) Sdn.Bhd. 

Director（現任）
Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. 
Director（現任）
Kinta Press & Packaging (M) Sdn.Bhd. 
Executive Director

2026年    2 月 当社取締役　経営戦略室担当（現任）
Kinta Press & Packaging (M) Sdn.Bhd. 
Director（現任）

4,600株

（重要な兼職の状況）
Harleigh (Malaysia) Sdn.Bhd. Director
Shin-Nippon Industries Sdn.Bhd. Director
Kinta Press & Packaging (M) Sdn.Bhd. Director

[取締役候補者とした理由]
塚田　武氏は、2021年から当社取締役を務めております。長年当社営業本部の業務に従事しており、
2021年から海外子会社のCEOを務めるなど、営業及び海外事業における豊富な経験と実績を有し、グロー
バルビジネスを主導・推進しております。今後も当社グループの持続可能な成長及び企業価値向上への貢献
が期待できるため、引き続き取締役候補者とするものです。
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取締役7名選任の件

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

５
たかた ただなお

高 田 忠 直

【社外】
【独立役員】

(1977年５月21日生)

    2000年    4 月 株式会社ジェック経営コンサルタント
入社

    2010年    6 月 同社第二事業部長
    2015年    6 月 当社社外取締役（現任）
    2017年    6 月 株式会社ジェック経営コンサルタント

営業本部部長
    2018年    8 月 同社監査役
    2019年    8 月 同社取締役（現任）
    2019年    8 月 黒部フーズサプライ株式会社代表取締

役（現任）

8,100株

（重要な兼職の状況）
株式会社ジェック経営コンサルタント取締役
黒部フーズサプライ株式会社代表取締役

[社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要等]
高田忠直氏は、経営コンサルタントとして培った専門的な知識と経験等を有しており、これまで当社の社外
取締役として、取締役会を始めとした重要な会議において、経営全般及び人材開発等の観点から積極的な発
言を行い、取締役会の議論の質の向上に努めております。特に「企業経営、経営戦略、人材開発」の分野に
おいて、当社の業務執行に対する監督、助言等をいただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者といた
しました。また、同氏が再任された場合は、引き続き指名・報酬諮問委員会の委員として当社の役員候補者
の指名や役員報酬等の決定等に対し、客観的・中立的立場から関与していただく予定です。
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取締役7名選任の件

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

６
みずなみ さとる

水 波 悟

【社外】
【独立役員】

(1959年７月25日生)

    2005年    7 月 大和証券ＳＭＢＣ株式会社（現大和証
券株式会社）入社

    2008年    12月 税理士登録
税理士（現任）

    2015年    11月 税理士法人水波パートナーズ代表社員
    2016年    6 月 当社社外取締役（現任）
    2019年    4 月 株式会社水波ソリューション代表取締

役（現任）
    2021年    12月 税理士法人アイユーコンサルティング

社員
（税理士法人水波パートナーズは税理士法
人アイユーコンサルティングに合併）

    2022年    11月 一般財団法人水波アフリカ財団代表理
事（現任）

    2022年    12月 税理士法人アイユーコンサルティング
顧問（現任）

7,800株

（重要な兼職の状況）
税理士
一般財団法人水波アフリカ財団代表理事
株式会社水波ソリューション代表取締役

[社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要等]
水波　悟氏は、税理士及び証券アナリストとしての専門的な知識と、企業ファイナンスや財団運営など幅広
い経験を有しており、これまで当社の社外取締役として、取締役会を始めとした重要な会議において、国際
取引及びサステナビリティ等の観点から積極的な発言を行い、取締役会の議論の質の向上に努めておりま
す。特に「企業ファイナンスとサステナビリティ」の分野において、当社の業務執行に対する監督、助言等
をいただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。また、同氏が再任された場合は、引
き続き指名・報酬諮問委員会の委員として当社の役員候補者の指名や役員報酬等の決定等に対し、客観的・
中立的立場から関与していただく予定です。
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取締役7名選任の件

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

７
あゆかわ ゆみ

鮎 川 裕 美

【社外】
【独立役員】

(1967年12月27日生)

    1990年    4 月 味の素株式会社入社
    2015年    7 月 同社アミノサイエンス統括部スタッフ

グループ長
    2017年    7 月 味の素ヘルシーサプライ株式会社取締役

執行役員総務部長
    2022年    6 月 味の素トレーディング株式会社取締役

2024年    6 月 当社社外取締役（現任）
2025年    6 月 日本カーバイド工業株式会社社外監査役

(現任)

1,000株

（重要な兼職の状況）
日本カーバイド工業株式会社社外監査役

[社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要等]
鮎川裕美氏は、味の素株式会社において要職を歴任し、ガバナンス、コンプライアンス、組織風土の変革・
再構築を主導した実績を有するほか、人材・組織開発及び DE&I に関する知見を有しております。これまで
当社の社外取締役として、取締役会を始めとした重要な会議において、コーポレート・ガバナンスや企業価
値向上等の観点から積極的な発言を行い、取締役会の議論の質の向上に努めております。特に「人的資本経
営」の分野において、助言、提言を行っていただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者といたしまし
た。
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取締役7名選任の件

（注）１. 高田忠直氏は、株式会社ジェック経営コンサルタントの取締役を務めております。当社は同社と社
員研修の委託等の取引関係がありますが、取引額は僅少です。
その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 高田忠直氏、水波　悟氏及び鮎川裕美氏は、社外取締役候補者であります。
３. 高田忠直氏、水波　悟氏及び鮎川裕美氏は、現在当社の社外取締役であります。社外取締役として

の在任期間は、本総会終結の時をもって、高田忠直氏が11年、水波　悟氏が10年、鮎川裕美氏が２
年となります。

４. 高田忠直氏、水波　悟氏及び鮎川裕美氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満た
しており、同取引所に対し、独立役員として届け出ております。各候補者が再任され就任した場合
には、当社は引き続き各候補者を独立役員とする予定であります。

５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害及び訴訟費用等の損害を当該保
険契約により填補することとしております。保険料は会社負担としており、被保険者の実質的な保
険料負担はありません。次回更新時には同内容での更新を予定しております。各候補者が選任され
就任した場合には、候補者各氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

6. 鮎川裕美氏の戸籍上の氏名は五十嵐裕美であります。
7. 各候補者の所有する当社の株式数は、当期末（2026年３月31日）現在の株式数を記載しております。
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役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給の件

氏 名 略 歴

あさひ しげのり
朝 日 重 紀

　

2010年６月 当社取締役
2011年６月 当社常務取締役
2014年４月 当社専務取締役
2020年６月 当社代表取締役副社長
2021年４月 当社代表取締役社長（現任）

ひろた としゆき
広 田 敏 幸　

2012年６月 当社取締役
2020年４月 当社常務取締役
2021年４月 当社専務取締役
2022年４月 当社取締役副社長
2025年６月 当社代表取締役副社長（現任）

さとう かずひと
佐 藤 和 仁　

2016年６月 当社取締役
2021年４月 当社常務取締役（現任）

にしだ よしひろ
西 田 良 弘

　
2021年６月 当社取締役（現任）

つかだ たけし

塚 田 武
　

2021年６月 当社取締役（現任）

ささき しょうたろう

佐々木 昌太郎
　

2021年６月 当社取締役（現任）

ほぎ ひでゆき
保 木 秀 之

　
2021年６月 当社取締役（現任）

第3号議案　役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給の件
当社は、役員報酬制度の透明性及びガバナンスの一層の強化を図る観点から、現在運用しておりま

す、取締役及び監査役に対する退職慰労金制度を本定時株主総会終結の時をもって廃止し、これに伴
い、在任中の取締役及び監査役に対し、本総会終結の時までの在任期間に対応する退職慰労金を従来
の当社規程に従い相当額の範囲内で、打ち切り支給いたしたいと存じます。
なお、支給の時期は、各取締役及び監査役の退任時（第２号議案のとおり、執行役員制度を導入す

ることを受け、本総会終結の時をもって任期満了となり、その後執行役員となる取締役については、
執行役員退任時）とし、その具体的な金額、贈呈時期、方法等につきましては、取締役については取
締役会に、監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
本議案については、過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会の審議を経ており、

本議案及び第４号議案「取締役の報酬限度額変更の件」、第５号議案「取締役（社外取締役を除
く。）に対する株式報酬の一部変更の件」のご承認後、本定時株主総会後の取締役会において決議を
予定しております当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（後掲「ご参考」をご参照く
ださい）及び社内規程とも合致しており、本議案の内容は相当であると考えております。
打ち切り支給の対象となる取締役及び監査役の略歴は、次のとおりであります。
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役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給の件

氏 名 略 歴
わかばやし かずひと
若 林 和 人

　
2022年６月 当社取締役（現任）

たかた ただなお
高 田 忠 直

　
2015年６月 当社社外取締役（現任）

みずなみ さとる

水 波 悟
　

2016年６月 当社社外取締役（現任）

あゆかわ ゆみ
鮎 川 裕 美

　
2024年６月 当社社外取締役（現任）

かみしま たけつぐ
神 島 丈 嗣

　
2023年６月 当社常勤監査役（現任）

おけや たいぞう
桶 屋 泰 三

　
2003年６月 当社社外監査役（現任）

ふるさわ まさひこ
古 澤 昌 彦

　
2017年６月 当社社外監査役（現任）

つり ながひと

釣 長 人
　

2019年６月 当社社外監査役（現任）
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取締役の報酬限度額変更の件

報 酬 構 成 対 象 者 変 更 前 変 更 後
報酬 取締役 月額30百万円以内（ただし、使用人

兼務取締役の使用人部分は含まな
い。）

年額360百万円以内（うち社外取締
役分100百万円以内。ただし、使用
人兼務取締役の使用人部分は含まな
い。）

第４号議案　取締役の報酬限度額変更の件
提案の概要
当社の取締役及び監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第90回定時株主総会におい

て、取締役の報酬額を月額30百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人部分は含まない。）
とご承認いただいておりますが、「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針」を改定し、役員
賞与を導入することに伴い、取締役の報酬額を「年額360百万円以内（うち社外取締役分100百万円
以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人部分は含まない。）」と変更することをご承認願いたいと
存じます。
本改定につきましては、過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会の審議を経てお

り、本議案及び第３号議案「役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給の件」、第５号議案「取
締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬の一部変更の件」のご承認後、本定時株主総会後の当
社取締役会において決議を予定しております当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
（後掲「ご参考」をご参照ください。）とも合致しており、本議案の内容は相当であると考えており
ます。
なお、現在の取締役は11名（うち社外取締役３名）でありますが、第２号議案が原案どおり承認

可決されますと、取締役は７名（うち社外取締役３名）となります。
（変更内容）
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取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬の一部変更の件

変 更 前 変 更 後
対象期間ごとに信託へ拠出
する金銭の上限

72百万円以内 合理的に見込んだ必要な数の株式を取
得するために必要と認める資金

取締役に付与される１事業
年度当たりのポイント数の
上限

12,000ポイント以内（2018年１月
１日を効力発生日とする株式分割に伴
い調整しています。）

30,000ポイント以内

第５号議案　取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬の一部変更の件
１．提案の理由及びこれを相当とする理由

当社は、2017年６月29日開催の第101回定時株主総会において、当社取締役（社外取締役を除き
ます。以下、断りがない限り、本議案において同じとします。）を対象とした業績連動型株式報酬制
度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導入
することについてご承認をいただき、今日に至っております（以下、上記株主総会における決議を
「原決議」といいます。）。

本制度は、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇
によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の
向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。

今般、当該意識をより一層高めるために、役員報酬制度全体の改定の一環として、取締役の報酬全
体に占める株式報酬の構成比率を高めるため、取締役に付与される１事業年度当たりのポイント数の
上限を引き上げるとともに、株価の変動が信託により取得する株式数に与える影響を考慮し、当社が
信託に拠出する金銭について金額上限を設けず、本制度に係る報酬等の額の具体的な算定方法を定め
ることとすること（以下「本変更」といいます。）につき、ご承認をお願いするものであります。

本変更につきましては、過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会の審議を経てお
り、本議案及び第３号議案「役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給の件」、第４号議案「取
締役の報酬限度額変更の件」のご承認後、本定時株主総会後の当社取締役会において決議を予定して
おります当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（後掲「ご参考」をご参照くださ
い。）とも合致しており、本議案の内容は相当であると考えております。

本議案は、第４号議案としてお諮りする取締役の報酬の額（年額360百万円以内（うち社外取締役
分100百万円以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人部分は含まない。））とは別枠として、本制
度に基づく報酬を当社の取締役に対して支給するため、報酬等の額の具体的な算定方法及び具体的な
内容についてのご承認をお願いするものであります。なお、本制度の詳細につきましては、下記２．
の枠内で、取締役会にご一任頂きたいと存じます。

また、現時点において、本制度の対象となる取締役は８名ですが、第２号議案が原案どおり承認可
決されますと、本制度の対象となる取締役は４名となります。

（主な変更内容）
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取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬の一部変更の件

なお、当社は、原決議に基づき、取締役に対し、ポイントを付与しておりますところ、現在、本制
度に基づき設定されている信託（以下「本信託」といいます。）の信託財産内に残存する当社株式の
数を、取締役に付与済みでかつ給付未了のポイント数に相当する株式数及び2026年３月末日で終了
した事業年度に関して付与予定のポイント数に相当する株式数の合計が上回っております。このた
め、本変更に伴い、下記２．④のとおり、当該差分に相当する数の当社株式を取得するために合理的
に必要と認める資金を本信託に追加拠出することにつきましても、あわせてご承認をお願いいたした
いと存じます。

２．本制度に係る報酬等の額の具体的な算定方法及び参考情報
①本制度の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が本信託を通じて取得され、取締役に対し
て、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式が本信託を通じて給付される業績連動型株
式報酬制度です。なお、取締役が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とな
ります。

②本制度の対象者
取締役（社外取締役及び監査役は、本制度の対象外とします。）

③信託期間
2017年８月から本信託が終了するまで（なお、本信託の信託期間について、特定の終了期日は

定めず、本制度が継続する限り本信託は継続します。本制度は、当社株式の上場廃止、役員株式給
付規程の廃止等により終了します。）

④信託金額
当社は、2018年３月末日で終了した事業年度から2020年３月末日で終了した事業年度までの

３事業年度（以下、当該３事業年度の期間を「当初対象期間」といい、当初対象期間及び当初対象
期間の経過後に開始する３事業年度の期間を、それぞれ「対象期間」といいます。）及びその後の
各対象期間を対象として本制度を導入し、取締役への当社株式の給付を行うため、当社株式取得の
原資として本信託設定時に、72百万円の金銭を本信託に拠出しております。

また、現在の対象期間（2027年３月末日で終了する事業年度から2029年３月末日で終了する
事業年度までの３事業年度）及びその経過後も、本制度が終了するまでの間、当社は、原則として
対象期間ごとに、本制度に基づく取締役への給付を行うために必要な株式数を合理的に見込み、本
信託が先行して取得するために必要と認める資金を本信託に追加拠出するものとします。ただし、
かかる追加拠出を行う場合において、すでに信託財産内に残存する当社株式（直前までの各対象期
間に関して取締役に対し給付されるべきポイント数に相当する当社株式で、取締役に対する給付が
未了であるものを除きます。）及び金銭（以下「残存株式等」といいます。）があるときは、残存
株式等を勘案した上で、追加拠出額を算出するものとします。

当社が追加拠出を決定したときは、適時適切に開示いたします。
なお、前述のとおり、当社は、原決議に基づき、取締役に対し、ポイントを付与しておりますと

ころ、現在、本信託の信託財産内に残存する当社株式の数（ご参考として、2026年４月30日時点
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取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬の一部変更の件

で5,100株）を、取締役に付与済みでかつ給付未了のポイント数に相当する株式数（ご参考として
2026年４月30日時点で20,122株）及び2026年３月末日で終了した事業年度に関して付与予定の
ポイント数に相当する株式数（12,000株以内）の合計が上回っております。このため、本変更に
伴い、当該差分に相当する数（27,022株以内）の当社株式を取得するために合理的に必要と認め
る資金（ご参考として、2026年４月30日の終値861円を適用した場合、最大約23百万円となり
ます。）を本信託に追加拠出することにつきましても、あわせてご承認をお願いいたしたいと存じ
ます。

⑤当社株式の取得方法及び取得株式数
本信託による当社株式の取得は、上記④により拠出された資金を原資として、取引所市場を通じ

て又は自己株式の処分を行う方式によりこれを実施することとし、新株発行は行いません。したが
って、本信託における当社株式の取得に際し、当社の発行済株式総数が増加することなく、希薄化
が生じることはありません。

なお、取締役に付与されるポイント数の上限は、下記⑥に定めるとおり１事業年度当たり
30,000ポイントであるため、各対象期間について、取締役への当社株式の給付のために本信託が
取得する当社株式数の上限は90,000株となります。ただし、現在の対象期間（2027年３月末日で
終了する事業年度から2029年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度）におきましては、
これとは別途、上記④に記載のとおり、本信託の信託財産内に残存する当社株式の数と、取締役に
付与済みでかつ給付未了のポイント数に相当する株式数との差分に相当する数（27,022株以内）
の当社株式につきましても、本信託による取得が行われる予定です。本信託による当社株式の取得
につき、その詳細は、適時適切に開示いたします。

⑥取締役に給付される当社株式の数の上限
取締役には、各事業年度に関して、役員株式給付規程に基づき役位、業績達成度等を勘案して定

まる数のポイントが付与されます。取締役に付与される１事業年度分のポイントの合計は、
30,000ポイントを上限とします。これは、現行の役員報酬の支給水準、取締役の員数の動向と今
後の見込み等を総合的に考慮して決定したものであり、相当であるものと判断しております。

なお、取締役に付与されるポイントは、下記⑦の当社株式の給付に際し、１ポイント当たり当社
普通株式１株に換算されます（ただし、本議案をご承認いただいた後において、当社株式につい
て、株式分割、株式併合、株式無償割当等が行われた場合、ポイント数の上限及び付与済みのポイ
ント数又は換算比率について合理的な調整を行います。）。

下記⑦の当社株式の給付に当たり基準となる取締役のポイント数は、原則として、退任時までに
当該取締役に付与されたポイント数とします（以下、このようにして算出されたポイントを、「確
定ポイント数」といいます。）。

⑦当社株式の給付及び報酬等の額の具体的な算定方法
取締役が退任し、役員株式給付規程に定める支給要件を満たした場合、当該取締役は、所定の受

益者確定手続を行うことにより、原則として上記⑥に記載のところに従って定められる「確定ポイ
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取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬の一部変更の件

ント数」に応じた数の当社株式の給付を、退任後に本信託から受けます。
取締役が受ける報酬等の額は、ポイント付与時において、取締役に付与されるポイント数の合計

に本信託の有する当社株式の１株当たりの帳簿価額を乗じた金額（ただし、当社株式について、株
式分割、株式無償割当て又は株式併合等が行われた場合には、その比率等に応じて合理的な調整を
行います。）を基礎とします。また、役員株式給付規程の定めに従って例外的に金銭が給付される
場合において相当と認められるときは、当該金額を加算した額とします。 

⑧議決権行使
本信託が保有する当社株式に係る議決権は、信託管理人の指図に基づき、信託受託者が行使しな

いものとし、当社株主としての中立性を確保することを企図しています。
⑨配当の取扱い

本信託勘定内の当社株式に係る配当は、本信託が受領し、当社株式の取得代金や本信託に係る受
託者の信託報酬等に充てられます。なお、本信託が終了する場合において、本信託に残存する配当
金等は、役員株式給付規程の定めに従って、その時点に存在する取締役に対して、各々が所有する
ポイント数に応じて、按分して給付されることになります。

⑩信託終了時の取扱い
本信託は、当社株式の上場廃止、役員株式給付規程の廃止等の事由が発生した場合に終了しま

す。
本信託終了時における本信託の残余財産のうち、当社株式については、全て当社が無償で取得し

た上で、取締役会決議により消却をすることを予定しています。本信託終了時における本信託の残
余財産のうち、金銭については、上記⑨により取締役に給付される金銭を除いた残額が当社に給付
されます。

以　上
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ご参考

候補者
番号 氏　　　名

候補者が有する知識・経験・能力

企業経営

ガバナンス・
リスクマネジ
メント・コン
プライアンス

財務・
会計

人材開発・
ダイバー
シティ

技術・
生産・
DX

販売戦略
グローバル
ビジネス

サステナ
ビリティ

1 朝　日　重　紀 ● ● ● ● ●

2 広　田　敏　幸 ● ● ● ●

3 佐　藤　和　仁 ● ● ● ● ●

４ 塚　田　　　武 ● ● ● ●

５ 高　田　忠　直 ● ● ● ● ●

６ 水　波　　　悟 ● ● ● ● ●

７ 鮎　川　裕　美 ● ● ●

（ご参考）取締役候補者のスキル・マトリックス
各候補者の有する知識・経験・能力について、一覧表（スキル・マトリックス）にまとめ、以下に記

載しております。
なお、表中の８項目は、中長期的な成長に向けた全社戦略の決定、機動的な業務執行、高いレベルで

の監督、当社企業価値向上の実現のために必要な項目と考えております。

※各候補者の有するすべての知識・経験・能力を表すものではありません。
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ご参考

（ご参考）役員報酬制度の改定に関する参考情報
第３号議案「役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給の件」及び第４号議案「取締役の報

酬限度額変更の件」並びに第５号議案「取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬の一部変
更の件」が原案どおり可決された場合には、「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針」を
以下のとおり変更する予定でございます。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（下線は主な変更部分を示します。）
a．役員報酬の基本方針
　取締役（社外取締役を除く。）の報酬は、①固定報酬である基本報酬（月額）、②単年度の業
績向上へのインセンティブである役員賞与（年額）、③中長期の当社業績を反映した業績連動報
酬等及び非金銭報酬等である信託型株式報酬から構成する。なお、取締役（社外取締役を除
く。）の種類別の報酬割合について、当社と同程度の事業規模や関連業種における報酬水準や世
間の動向を踏まえて、各報酬の支給水準について適時見直しをすることにより、結果として、適
切な割合となるよう努めるものとする。なお、社外取締役の報酬は、経営陣から独立した立場か
ら経営の監督機能を担う役割であるため、業績連動報酬等、非金銭報酬等は支給せず、固定報酬
である基本報酬（月額）を支給する。
　なお、2026年6月25日開催の第110回定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を
廃止している。
b．基本報酬(金銭報酬)に係る個人別の額の決定に関する方針
　取締役（社外取締役を除く。）の基本報酬は、各取締役の職責や成果に応じ年度額を決定し、
月次の報酬として支給する。社外取締役の基本報酬は、職責に相応しいものとし、各々の果たす
役割、他の上場企業における水準等を考慮して個別に決定し、月次の報酬として支給する。
c．業績連動報酬等に係る業績指標の内容の決定方針及び個人別の額または数の算定方法の決定
に関する方針、並びに非金銭報酬等の内容及び個人別の額または数の算定方法の決定に関する方
針
c－１．役員賞与の内容の決定方針及び個人別の額または数の算定方法の決定に関する方針
　取締役（社外取締役を除く。）の役員賞与は、単年度の業績向上へのインセンティブとして支
給し、図表1のとおり各取締役の職責や成果に応じた基準額に対して、図表2のとおり評価対象
期間における連結営業利益及び連結売上高の達成度に応じた0.0～2.0の業績評価係数を乗じるこ
とで決定し、支給する。
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ご参考

役 位 基 準 額 （ 千 円 / 年 ）

代表取締役社長執行役員 11,520

代表取締役副社長執行役員 6,720

取締役副社長執行役員 6,240

取締役専務執行役員 5,760

取締役常務執行役員 5,040

連結営業利益

の 達 成 度

連 結 売 上 高 の 達 成 度

-95% 95-97.5% 97.5-100% 100-102.5% 102.5-105% 105-110% 110%-

120％- 0.9 1.0 1.1 1.2 1.4 1.6 2.0

110-120％ 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.4 1.6

100-110% 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.4

80-100% 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2

70-80% 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1

50-70% 0.5 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

-50% 0.0 0.5 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

図表１．役員賞与の基準額

図表２．役員賞与の業績評価係数
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ご参考

役 位 役 位 ポ イ ン ト

代表取締役社長執行役員 6,490

代表取締役副社長執行役員 3,790

取締役副社長執行役員 3,520

取締役専務執行役員 3,250

取締役常務執行役員 2,840

c－２．株式報酬の内容及び個人別の額または数の算定方法の決定に関する方針
　当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役（社外取締役を除く。）が株価上
昇によるメリットと株価下落リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企
業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、信託型株式報酬制度を導入し、当社が
信託に拠出する金銭を原資として予め信託において当社株式を取得し、役員株式給付規程に基づ
き事業年度ごとにポイントを付与し、原則として退任時にポイントに応じた株式及び金銭を信託
を通じて支給する。取締役（社外取締役を除く。）に付与するポイント数は、原則として、図表
３のとおり役位に応じた役位ポイントに対して、図表４-１及び図表４-２のとおり評価対象期間
における、業績評価係数を乗じて算出する。業績評価係数は次の算式に定めるとおりとする。

業績評価係数＝
「連結営業利益達成度・連結売上高達成度係数」×80％+「ROE係数」×20％

図表３．株式報酬の役位ポイント
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連結営業利益

の 達 成 度

連 結 売 上 高 の 達 成 度

-95% 95-97.5% 97.5-100% 100-102.5% 102.5-105% 105-110% 110%-

120％- 0.975 1.000 1.025 1.050 1.075 1.100 1.200

110-120％ 0.950 0.975 1.000 1.025 1.050 1.075 1.100

100-110% 0.925 0.950 0.975 1.000 1.025 1.050 1.075

80-100% 0.900 0.925 0.950 0.975 1.000 1.025 1.050

70-80% 0.875 0.900 0.925 0.950 0.975 1.000 1.025

50-70% 0.850 0.875 0.900 0.925 0.950 0.975 1.000

-50% 0.800 0.850 0.875 0.900 0.925 0.950 0.975

以 上 未 満 業 績 評 価 係 数

７％ ～ 1.20

6％ 7％ 1.10

5％ 6％ 1.00

４％ 5％ 0.90

～ 4％ 0.80

図表４－１．株式報酬の業績評価係数（連結営業利益達成度・連結売上高達成度）

図表４－2．株式報酬の業績評価係数（ROE）

d．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法に関する事項
　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、上記決定方針に沿って作成した原案につ
いて、独立社外取締役を主要な構成員とする指名・報酬諮問委員会の諮問・答申を受け、取締役
会にてその整合性を確認したうえで決議していることから、取締役会はその内容が決定方針に沿
うものであり、相当であると判断しております。
　なお、取締役の役員退職慰労金については、2026年６月25日開催の第110回定時株主総会の
決議に従い、制度廃止前に確定した退職慰労金に限り、当該役員退職時に支給します。
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業 績 評 価 指 標 目 標 （ 百 万 円 ）

連結営業利益 1,940

連結売上高 47,000

ROE 4.7％

業績連動報酬に関する事項
　当社は持続的な企業価値の向上を実現するため、成長性や効率性の向上に努めており、取締役
（社外取締役を除く。）の業績連動報酬においては連結営業利益及び連結売上高を、株式報酬にお
いては連結営業利益、連結売上高及びROEを指標としています。当該業績評価指標を採用した理由
は、中長期的な業績の向上への貢献を的確に反映する指標であると判断したことによるものです。
　翌事業年度における業績連動報酬等に係る指標の目標は次のとおりです。
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図

会場　富山県富山市婦中町板倉492番地２
朝日印刷株式会社　富山工場３階会議室
電話　076（466）1177（代表）

神
通
川

婦中大橋より
７つ目の信号左折

メガネの
ハラダ

富山信用金庫
ファボーレ

富
山
工
場

速
星
駅

株
主
総
会
会
場

富
士
薬
品

富
山
県
中
央
植
物
園

有沢橋 有沢線

婦中大橋

富
山
空
港

ローソン

空港前交番

北陸自動車道

富山インター

掛尾町
交差点

富山
市民病院

富山第一銀行
グリーンビル

富山大和

富山市
科学博物館

国
道
41
号
線

北
陸
銀
行

本
社

富山駅

GS

○交通のご案内
ＪＲ速星駅より徒歩で約20分
ＪＲ富山駅より車で約20分
富山空港より車で約12分


